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Abstract 

 
The requirements for GHG emission reduction in international shipping have become more stringent over the years. While 
low-speed operation ships have an engine with small output in order to easily meet the emission regulation, they may be 
unmaneuverable in adverse weather conditions due to lack of room in the engine output. The International Maritime 
Organization (IMO) introduced interim guidelines in 2013 for determining the minimum propulsion power required to avoid 
such situations. Although the interim guidelines were amended in 2021, the committee also agreed to keep the guidelines under 
review. Against this background, the authors conducted experimental and theoretical studies on the maneuverability of ships in 
wind and waves over the past seven years (FY 2016-2022), which are summarized in this paper. In the experimental study, the 
authors first developed a free-running model test (FRMT) method that considers the rudder effectiveness of the full-scale ship 
and variation in the propeller rotational speed due to operational limits of the engine. In addition, the authors developed a wind 
load simulator that directly provides a free-running ship model with simulated wind loads for investigating wind effects on ship 
performance in tank tests. Then, the maneuverability of a very large crude carrier (VLCC) in adverse weather conditions was 
investigated based on the results of the FRMT adopting both developed methods in short-crested irregular waves. These 
findings reflect the possibility that the FRMT can replace complicated numerical simulation as a direct evaluation method of 
full-scale ship maneuverability in adverse weather. In the theoretical study, the authors proposed a numerical prediction method 
of 6-degrees-of-freedom motions for a ship maneuvering in wind and waves, based on so-called the unified method. The 
validation against the FRMT results, including conditions of the full-scale equivalent rudder effectiveness, showed that the 
proposed method can approximately predict maneuvering and wave-induced oscillatory motions of a ship in regular and 
irregular waves. Next, factors to ensure the safety of a VLCC navigating in adverse weather were investigated based on the 
proposed prediction method. These results can contribute to a more rational evaluation of the ship maneuverability in adverse 
weather conditions for the IMO guidelines.  
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1. 緒    言 

 
2011 年に開催された国際海事機構(IMO)の第 62 回海洋環境保護委員会(MEPC62)において，国際海運からの温

室効果ガス(GHG)の排出の抑制を目的に，船舶のエネルギー効率設計指標(EEDI)による規制案が採択され，2013
年に発行された．それ以降この規制は段階的に強化され，2023 年の IMO/MEPC80において採択された新たなGHG
戦略により，2050 年頃までの船舶の実質的なゼロエミッション化が確定した．EEDI 規制の開始に伴い省エネ技

術等の開発・普及が見込まれた．一方で，この EEDI 規制を満足するための簡単な方法の一つとして，機関出力

の小さい主機を搭載し航行時のプロペラ回転数を低下させるという方法があるため，荒天下において操船性能を

維持するための機関出力の余裕がなく操船不能に陥る船舶が増える可能性があるとの懸念が船主国・国際船主団

体から指摘された．そこで，2013 年の IMO/MEPC65 において，これを防止するための暫定最低出力ガイドライ

ンが採択された．しかし，その暫定ガイドラインにおける必要最低機関出力の簡易計算法は必ずしも理論的に十

分に検討されたものではなかったうえに，特段事故が発生していない既存船舶の多くが評価で不合格と判定され

るなどの問題があった．この様な状況を踏まえ，この最低出力の正式ガイドライン検討の研究のためのプロジェ

クトが，世界中で実施された(SHOPERA(EU), JASNAOE(日本), MacRAW(オランダ), PerSee(ドイツ)等)．これらの

研究成果もあり，その後 2021 年に，IMO/MEPC76 において暫定ガイドラインの改正案が承認された．一方で，

より合理的な荒天下操船性能評価のためにも，その最新のガイドラインは今後も引き続き見直していく方針と

なっている． 
 このような背景の下，2016～2022 年度の 7 ヵ年における国立研究開発法人 海上・港湾・航空技術研究所 海
上技術安全研究所(以下，当所)の第 1 期中長期計画の重点研究として，著者らは，合理的な荒天下の操船評価手

法の開発を目的に，波風併存下の船舶の操縦性能推定に関する実験的および理論的研究を実施した．本稿ではそ

の内容及び成果の概要を報告する．  
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2.   実海域環境下での操縦性能を推定する模型実験法の開発 

2.1 はじめに 

船舶の操縦性能を把握するための物理シミュレーションとして，実船と幾何形状が同じ縮尺模型(模型船)を試

験水槽で自走させる自由航走模型試験がある．これは，結果として計測される船体運動等に模型船に生じるべき

全ての流体現象が反映されているため，数値計算と比べて時間と費用がかかるものの，非常に貴重な手段である．

自由航走模型試験によって波風併存下における荒天下の操船限界を調べた数少ない例として，梅田らの研究 1)が

ある．梅田ら 1)は，水槽壁面に設置された分割式の造波装置および定置型の送風装置を用いて，一方向不規則波

と変動風を正面から受けた場合に模型船の前進速度がほぼゼロとなるプロペラ回転数を求めた．一方で，特に前

進速度を有する状態での実船の波風併存下における操縦性能を自由航走模型試験で直接評価可能とするには，以

下の技術的課題を解決する必要があると考えられる． 
 
 模型船の操縦運動における尺度影響および実船との推進器作動状態の違いの影響 
 精度の高い風環境の再現 
 
実船とレイノルズ数の違いから，模型船の操縦運動は実船と相似にならず尺度影響が含まれることが知られて

いる例えば 2)．また，一般に自由航走模型試験では，推進器の状態をプロペラ回転数やトルク・馬力一定例えば 3)等と

して簡易化して実施されるため，荒天下において主機の過負荷を防止するためのいわゆるトルクリミットならび

にそれによるプロペラ回転数の低下を考慮することが困難である．Ueno ら 4)は，操縦運動における尺度影響を解

決するための自由航走模型試験方法として，舵効き船速修正(Rudder effectiveness and speed correction: RSC)を開発

した．概要は後述するが，この試験法では，模型船の船長方向に補助的な力(補助推力)を付加する必要があり，こ

の力とプロペラ回転数が計測される船速に応じて制御される．また，著者らは，塚田らの開発したダクトファン

型の補助推力装置 5)を用いて，実際に舵効き船速修正(RSC)を適用した自由航走試験を行った 6)．しかし，これら

の研究 4),6)では，模型船のプロペラ回転数は時々刻々変化するものの，想定する実船の推進器の作動状態はプロペ

ラ回転数やトルク・馬力一定としているため，トルクリミットの影響による操縦運動の変化を考慮できない． 
風環境を水槽試験で再現する方法として，送風装置により実際に風を発生させる方向が挙げられる例えば 1), 7)-10)．

ただし，送風装置と模型船の位置関係が変わると風の状況が大きく変化する 7),8)ことから，模型船が広い空間を動

く自由航走試験では，定置型送風装置を使うのは適当ではない．送風装置を曳航台車に取り付け，模型船位置の

変化に応じて台車をその動きに追従させる 9),10)ことで，模型船と送風装置との相対位置関係を可能な限り一定に

保つことが可能である．しかし，このような方法であっても，送風装置からの模型船各部の距離が異なる場合に

は見かけの相対風向・風速が一様にならない 9)，移動速度・方向が変化し得る状態の送風装置では対地の真風速・

風向を一定に保つことは困難 10)等の課題がある．更には，定常風など理想的な風環境を実現することができたと

しても，風圧抵抗に対するレイノルズ数(粘性)影響の問題が残る． 
以上の背景から，本研究では，波風併存下の船舶の操縦性能推定のための実験的研究として，第一に，過去に

提案した舵効き船速修正(RSC)4),6)を基に，操縦運動の尺度影響を補正すると同時に主機の作動制限(トルクリミッ

ト)を考慮することのできる自由航走模型試験法の開発 11)を行った．第二に，風圧抵抗を模型船に与える方法とし

て，風自体を再現する送風装置とは異なり，風荷重に相当する力およびモーメントを模型船上に設置した複数の

ファンによって直接付加する方法(風荷重模擬装置)の開発 12)を行った．本章では，これらの実験方法を示すとと

もに，これらの実験方法を活用した荒天下操船運動評価への適用 13)について述べる． 
 
2.2 模型実験の方法 

2.2.1 実船舵効き状態および主機の作動制限の考慮 

舵効き船速修正(RSC)4),6)では，模型船の瞬時の前進速度 umに対して次式を満たすように，補助推力 TAとプロ

ペラ回転数 nmが制御される． 
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ここに，1-t は推力減少率，T はプロペラ推力，R は平水中の船の抵抗，uR は船長方向の舵有効流入速度を表す．

これらは，平水中の拘束模型試験の結果や ITTC の推奨法 14)，船舶操縦運動予測のための Maneuvering Modeling 
Group(MMG)モデルの標準法 15)等により算出可能である．また，下添え字の s と m は，それぞれ実船と模型船の

変数を表す．上添え字の’ は，無次元表記の変数を意味する．プロペラ推力 T と船長方向の舵有効流入速度 uRは

プロペラ回転数に依存するため，T’mと uR’mは制御変数の 1 つである nmの関数となる．前進船速 u’を助変数とし

て TA’と nm’について(2.1)式を解くためには，同上の理由により，任意の u’に対する実船のプロペラ回転数 nS’を与

える必要がある．これは，入力としての nS’と u’の関係を通じて任意の実船の航行状態における操縦運動を舵効き

船速修正(RSC)で表すことが出来ることを意味している．従って，実船の主機の作動制限を反映した nS’と u’の関

係を得ることが出来れば、自由航走模型船でも実船の主機の作動制限を準定常的に考慮可能となる．

実船の主機の作動制限を反映した nS’と u’の関係の導出の概念図を図 1 に示す．ここでは簡略化のために，主機

の作動制限として，torque/speed limit PB
T/S と平均有効圧力による制限 PB

MEP から構成される連続運転の制限(いわ

ゆるトルクリミット)PE
LIM のみを考慮することする．低速ディーゼル機関の例を次式に示すように，連続運転の

制限 PE
LIMは，連続最大出力(MCR)とその時の回転数 nMCRが既知であれば、一意に定めることが出来る例えば 16)． 
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他方，出会い波周波数あるいはそれ以上の周波数での主機トルク負荷変動を無視すると，プロペラ単独特性や自

航要素・種々の効率が既知のとき，任意の前進船速 u’および実船のプロペラ回転数 nS’における制動馬力 PB’は算

出可能である．制動馬力 PB’は，u’によらず(図 1 の一点鎖線 u1’ , u1’など)連続運転の制限 PE
LIM’(図 1 の実線)の値

を超えることはできないので，PB’と PE
LIM’の交点(図 1 の点 A, B)における実船のプロペラ回転数 nS’は，各 u’にお

いて連続運転の観点から許容できる上限値 nS
LIM’を意味する．従って，この手順で u’に対して連続的に nS

LIM’を計

算すれば，主機の連続運転による制限を反映した nS’と u’の関係を得る． 

図1 制動馬力と主機の作動制限の比較 

制
動
馬
力

P'
B,主

機
の
作
動
制
限

P'
ELI

M

主機回転数 n'S

n'S1
LIM

A

B

u'1 u'2

n'S2
LIM

主機の作動制限P'ELIM

(=PB
T/S or PB

MEP)

前進船速u1', u2'での

制動馬力P'B



海上技術安全研究所報告　第 24 巻　第 2 号（令和 6 年度）総合報告　　5

（35）

 

 

2.2.2 風荷重模擬装置 

風荷重模擬装置の概念図および本装置を搭載した自由航走模型を，それぞれ図 212)と図 3 に示す．本装置では，

風によって生じる船体の前後力・横力・回頭モーメントを，甲板上に設置した 6 台のダクトファンによって模型

船に与える．個々のファンは前項の尺度影響補正等の際に用いる補助推力装置 5)と同じであり，ファンの回転方

向を変えることが出来ないため，2 台 1 対とすることで力の発生方向を切り替える．船首と船尾位置に船長方向

に配置した 1 対のファンによって前後力を，船幅方向に配置した 2 対のファンによって横力と回頭モーメントを

制御する．風荷重の目標値は，船の回頭角速度によって生じる風圧力の変化(yaw damping force)は，風圧下の船の

操縦運動に与える影響は小さい 10)との報告に基づき，準定常的に推定される．すなわち，風洞試験や回帰式等に

よって予め準備した風圧力係数の 3 成分を，各タイムステップにおいて見かけの風向で内挿と，見かけの風速で

有次元化することで推定する．この際，対地の真風向と風速は事前の想定値としながらも，見かけの風向と風速

は，船の前進速度・横流れ速度・船首方位によって変化するため，これらの変数は模型実験での時々刻々の計測

値とする必要がある．模型実験においても無風状態での自船速力による空気抵抗が少なからず模型船の水面上乾

舷部および甲板上計測機器等に作用するため，厳密にはこれを除去する必要がある．しかし，これらは模擬する

風荷重に対して小さいと仮定して，その除去は行っていない．なお，ファンの取り付け高さを風圧力左右成分の

着力点に合わせることによって，横傾斜モーメントも模擬することが可能である．ただし，試験中にファンの高

さの変更はできないため，横風などの横力が主要となる風向き等でファンの取り付け高さを代表する必要がある． 
 

 
図 2 風荷重模擬装置の概念図 12)  

 
図 3 風荷重模擬装置を搭載した自由航走模型船  

 

自由航走試験で風環境を摸擬するために風圧力に相当する力を直接模型船に与えるこのような方法は，以前よ

り提案されている 17)．先行研究 17)では，陸上試験で事前に確認したファンの発生する力に基づいてファンの回転

模型船
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数を制御していたのに対して，本装置では，模型船の操縦運動に伴い動くファンでもより正確に力を発生できる

ように，実験中に実際にファンが発生した力を下部に設置した検力計によって計測し，フィードバック制御する

方法を採用したところに大きな違いがある．またその際，船体動揺を伴う波浪中においても本制御が適用可能な

ように，各ファン直近に取り付けた加速度計によって，模型船の運動に起因するファンの慣性力成分を検力計の

計測値から補正する点にも新規性がある． 
 
2.3 模型実験結果と数値シミュレーションの比較 

本節の模型実験と数値シミュレーションの結果は，図 4 の座標系に従って示す．O-X0Y0は空間固定座標系であ

る．G-xy は，原点が船体重心位置に一致する船体固定座標であり，船首方向を x 軸の正，右舷方向を y 軸の正と

定義する．船体へ働く x 軸方向と y 軸方向の力および重心周りの回頭モーメント(右回頭を正)を，それぞれ X, Y, 
N で表す．V と βは，それぞれ重心位置における合成船速と斜航角である．斜航角 βは，船体が左舷方向に横流

れする場合を正とする．舵角 δは，上面から見て反時計回りを正と定義する．プロペラ回転数 n は，船尾から見

て時計回りを正とする．時刻 t = 0 において，O-X0Y0と G-xy の原点，X0軸と x 軸の向き，Y0軸と y 軸の向きがそ

れぞれ一致するものとする．O-X0Y0と G-xy のなす角度に一致する船の回頭角 ψは，右回頭を正と定義する．χは
船首方位を基準とした波向きおよび真風向であり，0 度を正面向波・風，90 度を右舷からの横波・風と定義する． 
 

 

図 4 2 章の座標系 
 

主機の連続運転による制限を考慮した舵効き船速修正(RSC)を用いた自由航走試験模型結果の例を，模型およ

び実船尺度の数値計算結果と比較して，図 5 と図 6 に示す．ここに，L は船長を表す．図 5 は平水中の右 35 度旋

回試験結果，図 6 は規則波(波長船長比 0.4，波高船長比 1/58.2)中保針航行状態における定常値の結果を示す．対

象船はいずれも供試船型として公開されている VLCC で，模型船の縮尺は 1/110 である．自由航走試模型試験は，

当所の実海域再現水槽で実施した．平水中の数値計算は，標準的な 3 自由度の MMG モデル 15)に基づいており，

波浪中の計算ではこれに波の影響として外力項に定常波力(高次の波力の時間平均値)のみを考慮した．平水中の

計算に必要な係数および定常波力は，同対象船を用いた拘束模型試験結果に基づいて決定されているが，実船尺

度の計算では，平水中の摩擦抵抗・有効伴流率・プロペラ単独特性に尺度影響を考慮した．更に実船尺度の計算

では，主機・プロペラ軸系の運動方程式を解くことはせずに，模型実験同様に，主機の連続運転の制限によるプ

ロペラ回転数の変化を準定常的に考慮した．なお，本対象船の実船は存在しないため，連続最大出力とその回転

数 nMCRは，抵抗および自航試験結果から推定した値である．自由航走模型試験の手順および数値計算の詳細につ

いては，文献 11)を参照されたい． 
 図 5, 6 の模型実験結果より，舵効き船速修正(RSC)4),6)を適用することで，また主機の作動制限を考慮すること

で，旋回航跡が大きくなり，また正面～横波中において保針航行状態での船速，斜航角，当舵の全てが増加する

ことが分かる．これらの操縦運動の影響は，主にプロペラ回転数の違いにより舵力やプロペラ推力が変化したこ

とに因るものである．次に，数値計算結果に注目すると，主機の作動制限を考慮した場合においても，模型尺度

と実船尺度の操縦運動の推定値が，相似になっていることが分かる．これは，主機の作動制限による実船のプロ

ペラ回転数 nS’の準定常的な変化を，舵効き船速修正(RSC)4),6)における入力としての nS’と船速 u’の関係を通じて

模型尺度において考慮することの妥当性を裏付けるものである．また，前述の模型実験で確認された舵効き状態
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の違いおよび主機の作動制限の考慮の有無による操縦運動の変化は，数値計算においても生じており，実験と計

算で定量的にも近い結果となっていることが分かる．ただし，詳細に見ると全体的に旋回航跡は数値計算の方が

僅かに小さい等の差が見られる．従来の模型船の自航点で行った結果にも見られる同様の差は，数値計算に用い

た操縦流体力等による精度や，数学モデルそのものの不完全性によるものである．舵効き船速修正(RSC)4),6)を適

用した場合，模型試験と数値計算とで与える船速 u’～補助推力 TA’およびプロペラ回転数 nm’の関係自体は同一の

数学モデルから算出しており，全く変わらない．則ち，仮に時々刻々に生じた u’が模型試験と数値計算間で同じ

なら，TA’および nm’の定量的な差は理論上生じない．加えて，模型試験において，各船速で TA’と nm’は目標値通

りに精度よく制御されていることを確認している．そのため， 時々刻々に生じた u’が模型試験と数値計算間で

異なるのは，数値計算に用いた操縦流体力等による精度や，数学モデルそのものの不完全性によることから，舵

効き船速修正(RSC)4),6)を適用した場合の操縦運動の差の原因も，前述の模型船の自航点の場合と同様と判断でき

る．提案する試験法を直接的に検証するには，実船実験との比較が望まれる．一方で，ここで用いたような尺度

影響を考慮した実船尺度の操縦運動計算法の妥当性については過去より明らかにされている例えば 18),19)．また，主

機の連続運転の制限も既存のモデル例えば 16)を用いていることから，本実船尺度の計算結果および提案した自由航

走模型試験結果は，従来の模型船自航点による結果などと比べて，より実船に近い操縦運動を評価できていると

考えられる． 
 

 

図 5 提案した試験法を用いた VLCC の平水中右 35 度旋回試験結果および模型・実船尺度での数値計算結果  
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図 6 提案した試験法を用いた VLCC の規則波(波長船長比 0.4，波高船長比 1/58.2)中保針航行試験における定

常状態および模型・実船尺度での数値計算結果  
 
 風荷重模擬装置を用いた自由航走模型試験結果の 1 例として，VLCC に対する(模擬)定常風中の右 35 度旋回試

験における船体航跡および運動を，数値計算結果と比較して，図 7 に示す．ここに，凡例の”Exp.1”と”Exp.2”は，

繰り返し試験の結果である．また，本試験時における風圧抵抗(前後力 XA, 横力 YA, 回頭モーメント NA)の計測値

を目標値と比較して図 8(a)に示す．操舵開始時の初期真風向は正面向風であり，風による操縦運動の変化が明確

になるように真風速は実船尺度で 40m/s とした．なお，波は発生させておらず，プロペラ回転数については，舵

効き船速修正を用いていない従来の模型船自航点の値で一定とした．本自由航走試模型試験も，当所の実海域再

現水槽で実施した．数値計算は基本的に前述の方法に従うが，風の影響として外力項に風圧抵抗を準定常的に考

慮している．なお，風圧力係数は模型実験同様に藤原の回帰式 20)で推定し，その計算に必要な上部構造物の主要

目は，Kitamura らの回帰式 21)による値を用いた． 
 図 7 より，2 回行った計測結果は良い再現性を示しており，風荷重模擬装置を用いた試験が安定して行えるこ

とが確認できる．また，図 8(a)より，実際に発生した風圧力の各方向成分は，目標値に対してほぼ遅れがなくか

つ定量的にも精度良く制御されていることがわかる．これは，フィードバック制御による成果であると考える．

詳細に見ると，各方向成分でファンの出力方向が切り替わる 0 近傍の計測値の波形に不連続性が見られるが，こ

れは装置固有の不感帯による影響である．ただし，図 7 から分かるように航跡や操縦運動の時系列が計算と実験

で精度良く一致していることから，この不連続性が船体運動に与える影響は小さいと考えられる．なお，模型試

験と数値計算の差には，風荷重模擬装置の制御の僅かなずれによるものだけでなく，数値計算に用いた係数の影
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響等による平水中の操縦運動の推定誤差によるものも含まれている．以上の点を考慮すれば，風荷重模擬装置は

平水中の過渡的な操縦運動時に適用可能であるといえる．  
 定常風(真風速 40m/s, 初期真風向：正面向風) ・規則波(波長船長比 0.6, 波高船長比 1/97, 操舵開始時正面向波)
中右 35 度旋回中において風荷重模擬装置の発生した風圧力を、目標値と比較して図 8(b)に示す．本図より，計測

値の生データには，波による船体動揺の影響によって生じた装置の慣性力や自重成分が含まれることから，生デー

タは目標値周りに高周波で振動していることが分かる．一方，加速度計の計測値によって補正して求めた値には

慣性力や自重成分はほぼ含まれておらず，これをフィードバック制御に用いることで，波浪中においても風荷重

模擬装置は概ね平水中と同程度の精度で，目標値通りに制御できることが確認できる．  
 

 
図 7 風荷重模擬装置を用いた定常風(真風速 UT=40m/s, 初期真風向 0 度)中の右 35 度旋回試験における模型船

の航跡と操縦運動の計測結果および数値計算結果 (VLCC, 波なし, 模型船自航点)  
 

 

                  (a) 波なし                        (b) 規則波(波長船長比 0.6, 波高船長比 1/97)中 
図 8 定常風(真風速 UT=40m/s, 初期真風向正面向風)中右 35 度旋回試験時の風圧抵抗の計測値と目標値の比較 
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2.4 荒天下操船運動評価への適用 

波風併存時の荒天下の操船性能の直接評価を目的に，前節までに提案した 2 つの実験方法(すなわち，主機の連

続運転による制限を考慮した舵効き船速修正(RSC)と風荷重模擬装置)を採用した多方向不規則波中の自由航走模

型試験を行った．これまで同様に，自由航走模型試験は縮尺 1/110 の VLCC を対象に当所の実海域再現水槽で実

施した．その結果の一例として，ビューフォート風力階級(BF)7-10 相当の正面から追い波・風での種々の外乱条

件においてオートパイロットで保針航行した際の前進速度 u(実船尺度)および斜航角 β(絶対値)・舵角 δ(絶対値)の
時間平均値を図 9 に示す．図 9(a)は，設計船速における抵抗・自航試験結果から推定した連続最大出力を有する

通常の主機の搭載を想定した場合の結果，図 9(b)はその 60%の最大出力を有する主機の搭載を想定した場合の結

果である．前述の通り，自由航走模型試験では，これらの主機出力の違いは模型船の制御変数としてのプロペラ

回転数と補助推力の値の違いによって考慮されることになる．図 9 より，主機出力が小さくなると，同じ波条件

であっても前進速度は低下し，斜航角と針路保持に必要な舵角は大きくなることが確認できる．図 9 には，荒天

下の操船限界に関する閾値を併せて示した．最低船速は，正面向波・風を対象とした 2013 年の IMO 暫定ガイド

ラインの式を全ての波・風向きに適用して定義した．斜航角と舵角の許容上限値は，門松ら 22)に従い，20 度とし

た．これらの閾値を始めとした荒天下を航行する船舶の安全確保に必要な要素や性能自体を検討することも不可

欠ではあるが，それらは今後の課題として，ここでは単純に上述の閾値を基に操船限界の考察を行った．図 9 よ

り，これらの閾値に基づけば，通常の主機出力の場合には，BF10 の向波付近のみで十分な船速が確保できずに操

船限界に達するが，主機出力を小さくした場合には，その限界が横波付近や BF9 にまで拡大することがわかる．

また，通常の主機出力の場合には，BF10 の荒天下においても斜航角や舵角の限界まで余裕があるのに対して，主

機出力を小さくした場合には，斜め向波～横波付近では上限付近まで斜航角が増加し，操船限界に達する可能性

があることがわかる．ここで示した結果は 1 船型に対するもののみではあるが，このように，提案した実験方法

を用いることで，複雑な数値計算に依存することなく，任意の想定した実船について荒天下の操船性能に与える

機関出力の影響や，操船性能確保に必要な最低主機出力の評価が可能である．また，荒天下の操船限界の評価に

は，水平面内運動の操縦性能だけでなく，船体動揺やそれに伴って発生する加速度やプロペラレーシング，海水

打ち込みといった耐航性能の考慮も不可欠であり，自由航走模型試験に基づけばそれらを複合的に評価すること

も可能であろう．  
 

 
(a) 主機出力：通常 

図9 自由航走模型試験による波風併存時の荒天下における荒天下の操船性能評価 
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(b) 主機出力：小 

図9 続き  

 
2.5 まとめ 

本章では，波風併存下における実船の操縦性能の直接評価を目的として著者らが開発した，操縦運動の尺度影

響を補正すると同時に主機の作動制限を考慮することのできる自由航走模型試験法 11)，ならびに自由航走試験で

風の影響を考慮するために風荷重に相当する力およびモーメントを模型船に付加する風荷重模擬装置 12)に関し

て，概要の紹介をした．また，実際の自由航走模型試験結果ならびに数値計算との比較の例に基づいて，開発し

た 2 つの実験法の妥当性と実用性を示した．最後に，これら 2 つの方法を採用した多方向不規則波中の自由航走

模型試験による荒天下操船運動評価について，VLCC の 1 船型を例に紹介した．  
 
 

3.  荒天下操船運動評価プログラムの開発 

3.1 はじめに 

前章で紹介した自由航走模型試験による荒天下操船運動評価法は，複雑な流体現象のモデル化が不要等の利点

がある一方で，その実施に大きな人的コストや費用がかかる．従って，実験的手法は，種々の船型に対して幅広

い操舵・外乱条件での実験を実施して，荒天下を航行する船舶の安全確保に必要な要素や「荒天海象」の定義を

検討する等に不向きであり，これらを可能とするためにも数値計算による評価方法が不可欠である． 
 計算機の発達に伴い，数値流体力学(Computational fluid dynamics: CFD)を風圧力の推定例えば 23)や波浪中の操縦運

動計算例えば 24)に適用する研究が近年では見られる．一方で，波風併存下の操縦運動を実船尺度で推定するという

段階までには，現在のところは至っていない．そのため，荒天下の操船運動評価には，平水中の操縦運動モデル

(例えば MMG モデル 15))の外力項に外乱の影響を考慮したシステムベースの計算法を用いることが有力である．

前章で述べた通り，風圧抵抗を外力項に準定常的に考慮することで，システムベースの計算法で風中の船の操縦

運動を概ね妥当に評価できること例えば 10)が一般的に知られている．波の影響として，出会い波周波数の高周波で

時間変動する波浪動揺だけでなく，船体の漂流や船速低下といった低周波の操縦運動の変化を評価するためには，

波振幅に対して高次の波力の影響を考慮する必要がある．そのための方法として，波浪動揺を扱う高周波数の運

動方程式と操縦運動を扱う低周波数の運動方程式を完全に分離し個別に解き，その解を足し合わせることで波浪

中の船体運動を表現する 2 タイムスケール法例えば 25)が最も幅広く用いられている．またこの方法では，前者は耐
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航性能分野で広く知られているストリップ法を基に推定され，後者は平水中のシステムベースの計算法の外力に，

高次の波力の時間平均的成分としての定常波力のみを考慮した方法で推定される．2 タイムスケール法は簡便で

ある一方で，その計算法の根本にある周波数の違いによる運動の分離は，理論的には微小振幅波中のみで成り立

つ仮定 26)であるため，荒天下のような大波高中でも十分妥当に推定できるかは疑問である．波浪中における 6 自

由度の波浪動揺および操縦運動を推定するための他の手法として，低周波数と高周波数の運動を分離せずに 1 組

の運動方程式から求める計算法(Unified 法)27)がある．この計算法は，上述の 2 タイムスケール法の仮定を用いて

いないため，大波高や大きな船体動揺中の計算にも適用可能であると考えられる．一方で，本計算法は，波乗り

やブローチングといった特殊な現象例えば 28)の推定に用いられることが多く，かつそのための流体力等の近似が用

いられており，旋回運動のような一般的な波浪中の操縦運動に対して適用し，検証した研究はこれまでに殆どな

い．  
 以上の背景から，本研究では，荒天下の操縦性能の理論的評価方法の開発を目的に，浜本等の Unified 法 27)を

ベースとして，波風併存下における船の操縦運動および波浪動揺の推定計算法 29),30)の提案を行った．本章で

は，この計算法の概要と検証の一例を示すとともに，提案した計算法を基に行った荒天下を航行する船舶の安全

確保に必要な要素の検討について述べる． 
 

3.2 計算法 

本章では，図 10 に示す空間固定座標系(Earth fixed axes system: EFA)O-ξηζ，物体固定座標系(General body axes 
system: GBA)G-xyz と船体水面固定座標系(Horizontal body axes system: HBA)27)G-x’y’z’の 3 つの座標系を導入する．

EFA の原点は初期位置での重心を通る鉛直方向の直線と静水面との交点に一致しており，鉛直下向きを ζの正と

定義する．GBA の原点は重心位置 G に一致しており，船首方向，右舷方向，鉛直下向きを x, y, z の正と定義す

る．HBA の原点は重心位置 G に一致しており，本座標系は船首方位の変化に伴い回頭するが，横揺れ及び縦揺

れはしない点が GBA と異なる 27)．すなわち，HBA では並進運動について，常に静水面と平行な面で前後および

左右の運動を記述し，上下運動はこれに垂直な方向で記述する．(u, v, w)および(U, V, W)は，それぞれ GBA と HBA
における前後・左右・上下方向の船体重心位置での並進速度を表す．また，(ϕ, θ, ψ)はオイラー角であり，EFA を

yaw ψ, pitch θ, roll ϕ の順で各軸回りに回転し，GBA に一致させたときの角度を表す． 
 

 

 
図 10 3 章の座標系 27)  

 
 ニュートンの第二法則により，HBA における船体の 6 自由度運動方程式は次式で与えられる． 
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               (3.2) 

 
ここに，g は重力加速度，m は船の質量，Ixx と Iyyはそれぞれ GBA での x 軸および y 軸回りの慣性モーメントを

表す．�𝛷̇𝛷𝛷𝛷, 𝛩̇𝛩𝛩𝛩, 𝛹̇𝛹𝛹𝛹�は，HBA における各軸回りの角速度であり，変数の上についた・は時間微分を意味する．本式の

導出に当たっては，船体の左右対称性および細長体の仮定により，GBA での船体の慣性乗積は全てゼロかつ Izz=Iyy

と見なしている．(3.1)および(3.2)の右辺である船体に働く HBA での力とモーメントは，各制御系(舵・プロペラ)
や各流体力による成分の重ね合わせで表せるとした(3.3)式で計算する． 
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                                    (3.3) 

 
ただし，下添え字 0 は平水中船体抵抗，P は船体に働くプロペラ推力，R は舵による力，f.k.は静水圧を含むフルー

ドクリロフ力，dif はディフラクション力の線形成分を示す．下添え字 f.i.と f.d.は船体運動の反力として船体に働

く流体の慣性力と減衰力(造波減衰、粘性減衰を含む)を表す．下添え字 W.D.は入射波が船体の存在により反射す

ることで生じる高次の波力の時間平均成分(定常波力の反射波成分と呼ぶ) を表す．下添え字 A は風圧抵抗を表

す． 
 平水中船体抵抗(0)，船体に働くプロペラ推力(P)，舵による力(R)は，横定傾斜の影響を考慮した平水中のモデ

ル 31)を用いて計算した．その際，実船尺度の場合には，船体の摩擦抵抗・有効伴流率・プロペラ単独特性に尺度

影響を考慮した．また，(2.2)式に基づいて実船の主機の連続運転の制限を考慮し，これによるプロペラ回転数の

変化は，出会い波周波数あるいはそれ以上の周波数での主機トルク負荷変動を無視した上で，準定常的に算出し

た．風圧抵抗(A)は，風圧力係数を各タイムステップにおいて見かけの風向で内挿と，見かけの風速で有次元化す

ることで準定常的に推定した．規則波中の計算の場合，静水圧を含むフルードクリロフ力(f.k.)は，静水圧と入射

波圧を瞬時の入射波面ならびに姿勢変化を考慮した船体表面に沿って積分して求めた．また，ディフラクション

力(dif.)は，前後成分を除く線形項のみを対象にストリップ法(STF 法)を基に推定し，出会い波周波数の変化を準

定常的に考慮した．そのため，この時間変動するディフラクション力からは直流成分は生じないことから，別途

その影響として定常波力の反射波成分(W.D.)を考慮した．定常波力の反射波成分(W.D.)は，波長の極めて短い波の

中に直立した柱状体に船体近傍の流れの影響を考慮した試算式に基づく上野らの方法 32)で計算した．不規則波中

の計算の場合では，上記の各波力成分(f.k., dif., W.D.)は，与えた波のパワースペクトルに基づいた各規則波成分波

の重ね合わせで表現する 33), 34)こととし，各成分波の計算は規則波中の計算に従った．船体運動の反力として船体

に働く流体の慣性力(f.i.)は，浜本ら 27)の導出に基づきながらも，前進速度を含む項と前後・左右・横揺れ・回頭

方向の連成項のみを主要項として考慮した次式で計算した． 
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ここに，mi,j (i, j = 1:surge, 2:sway, 3:heave, 4: roll, 5:pitch, 6:yaw)は，j 方向の運動による i 方向の付加質量及び付加慣

性モーメントを表す．出会い波周波数ωeが時々刻々と変化し得る波浪中の操縦運動計算においては，船体運動の

反力に運動履歴影響(メモリー影響)を厳密には考慮する必要がある．しかし，規則波中の計算の場合にはその影

響を無視できるものとして，m1j, mi1, m22, m66は周波数 0 の値で代表し，その他の付加質量成分について STF 法
を基に出会い波周波数 ωe の変化の準定常的に考慮して求めた．船体運動の反力として船体に働く流体の減衰力

(f.d.)は，低周波数の運動に伴う成分は粘性の影響が支配的であり，高周波数の運動に伴う成分は造波の影響が支

配的と考えた上で，規則波中の計算では運動履歴影響を無視して次式で計算した． 
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ここに，上添え字(L), (H)はそれぞれ操縦運動に伴う低周波数と船体の波浪動揺に伴う高周波数の運動による成分

を表す．XH
(L), YH

(L), KH
(L), NH

(L)は，低周波数の運動に伴う粘性による減衰力としての操縦流体力であり，波の影響

を無視して，横定傾斜の影響を考慮した平水中のモデル 31)を用いて計算した．bi,j[ωe]は，瞬時の出会い波周波数

ωe における造波減衰係数であり，STF 法を基に計算した．b44*[ωe]は，造波と粘性の両方の影響を含んだ等価線

形横揺れ減衰係数であり，模型実験等により求める必要がある．不規則波中の計算においても，規則波中と同様

に，当初は船体運動の反力における運動履歴影響を無視した定式化を試みたが，その場合必ずしも船体動揺およ

び操縦運動を必ずしも妥当に推定できなかった．そのため，不規則波中の場合には，船体運動の反力として船体

に働く流体の慣性力(f.i.)と減衰力(f.d.)は，規則波中での計算を基にしながらも，既存の線形システムに対するメモ

リー影響関数 35)に倣い，波浪に伴う船体動揺の高周波成分に対して運動履歴影響を考慮した計算とした．すなわ

ち，流体の慣性力については，(3.4)式において出会い波周波数 ωeの関数として与えた付加質量を周波数無限大の

値で代表することとし，流体の減衰力については次式で計算することとした． 
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 (3.6) 

ここに，ωTφは横揺れ固有周波数を表す．また，Li,jは次式で与えられるメモリー影響関数を表す． 
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3.3 計算法の検証 

提案した計算法を検証するために，当所の実海域再現水槽において，前章同様の VLCC 模型を用いた自由航走

試験を実施した．実験結果と計算結果の比較の一例として，最初に，規則波(波長船長比 0.5, 波高船長比 1/100，
操舵開始時正面向波)中右 35 度旋回試験の結果を図 11 に示す．なお，風はなしで，プロペラ回転数については平

水中で設計船速となる模型船自航点の値で一定とした．本図より，実験で確認される旋回航跡の波下側への漂流

を，提案した計算法で定量的によく推定できることがわかる．また，船速や斜航角・回頭角の時系列の推定結果

も，実験結果を捉えている．実験結果と計算結果ともに，上下揺れ・横揺れ・縦揺れといった船体動揺の時系列

の包絡線は周期的に変化しているように見られるが，これは操縦運動に伴い，船速や回頭角が変化することで出

会い波周波数が変化したことによるものである．提案した数値計算では，平面的な操縦運動だけでなく，このよ

うな波による船体動揺を精度良く捉えられることが確認できる．この他，図は省略するが，提案した計算法は，

不規則波中旋回試験時の操縦運動や船体動揺も概ね妥当に推定できることを確認している 30)． 
 次に，主機のトルクリミットを考慮した実船舵効き状態における BF9 相当の短波頂不規則波と定常風中の保針

航行試験結果を図 12 に示す．上段とはほぼ定常と見なせる範囲での各応答の時間平均値であり，下段はその範囲

における各応答の時系列の極値間振幅(変動成分)の有義値である．数値計算は実船尺度での結果である．他方，自

由航走模型試験では，風荷重模擬装置 12)によって風の影響を考慮しており，また，主機のトルクリミットを考慮

した実船舵効き状態も前章で紹介した手法 11)によって再現している．そのため，図 12 の実験データの一部(船速・

斜航角・舵角の平均値)は，前章の荒天下の操船運動評価 13)の際に示した結果(図 9 上段)と同一である．図 12 よ

り，提案した計算法は，荒天海象下における時間平均的な操縦運動や変動する船体動揺等も，概ね推定できるこ

とがわかる．数値計算における主機のトルクリミットや尺度影響・風圧抵抗の考慮の方法は，模型試験と根本的

には同様であることから，本比較は，これらのモデル化の妥当性を示すものではない．一方で，舵効きの違いか

ら，模型船と比較して時間平均的な波浪外力の影響をより受けやすいような実船の状態にも，提案した波浪中の

計算法を適用可能であることを明らかにできた点に，図 11 のような単なる模型船自航点での波浪中自由航走模

型試験による以上の本検証の意義がある． 
 
3.4 荒天下操船限界の考察 

提案した計算法を基に荒天下を航行する船舶の安全確保に必要な要素の検討を行った．2021 年の最低出力ガイ

ドラインでは，向波・風(0～30 度)における必要船速 (2.0knot)が定義されている．しかし，実海域を航行する船が

出会う波・風の向きは横波から追波まで様々であることから，向波・風以外でも安全航行に必要な要素の定義が

不可欠である．とりわけ，横波・風中では，向波・風よりも針路保持に必要な当舵が増加することから，任意の

方位に変針するための舵力の十分な余裕がなくなる可能性があると考えられる．そこで第一に，VLCC を対象と

して横波・風中の許容当舵の検討を行った．その結果の一例を図 13 に示す．  
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図 11 規則波(波長船長比 0.5, 波高船長比 1/100，操舵開始時正面向波)中右 35 度旋回試験における提案した

計算法の検証結果 (VLCC, 波なし, 模型船自航点)  
 
図 13(a)は，横波・風中の様々な外乱条件での表に示した保針航行状態(初期状態)において，最大の 35 度の転舵後

の船の旋回航跡を図示したものである．本図より，転舵時の横波・風中の初期平均船速が小さくなると，また平

均当舵が大きくなると，旋回航跡が大きくなる傾向を確認できる．これは，前述のように当舵の増加に伴い変針

するための舵力の余裕が減少したことに加えて，船速の低下に伴いトルクリミットによりプロペラ回転数さらに

は舵流入速度も低下したことからも当然の結果と判断できる．図 13(b)の上・中段は，図 13(a)のような横波・風

中の変針の計算を主機の最大出力を変更して行うことで求めた，初期平均当舵と縦距(90 度変針するまでの前後

方向移動距離)・旋回圏(180 度変針するまでの横方向移動距離)の関係を図示したものである．提案した計算法に

おいて，これら結果は，不規則波を構成する成分波の位相の違いに起因する旋回時の船の 1 波 1 波の出会い波お

よび転舵の瞬間の船速や当舵の違いにより変動するため，成分波の位相を複数変えた結果の平均値を点で，95%
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信頼区間をエラーバーで示した．本図より，平均当舵が 15 度を超えた辺りから縦距と旋回圏が急増する傾向を確

認できる．また，1 波 1 波の出会い波によるばらつきも大きくなっていることがわかる．横波・風中の許容当舵

ならびに変針性能は，沿岸域における座礁や過剰な船体動揺等によるリスクを回避できるほどの十分な時間以内

に変針できるかで，定義されるべきであろう．しかし，その十分な時間を求めるには，過去の海難事故等の統計

的な調査をする必要があることから，それは今後の課題として，本研究では IMO(2002)の平水中操縦性基準にお

ける旋回性能(縦距<4.5 船長, 旋回圏<5.0 船長)を基に判断することとした．図 12(b)に基づけば横波・風中の許容

当舵は約 17 度であることがわかる．参考に，横波・風中の計算を実施した各外乱および主機の最大出力における

正面向波・風中保針航行状態での前進速度の平均値を，図 13(b)の下段に示す．本図より，主機の最大出力によっ

て違いはあるものの，保針航行状態における横波・風中の平均当舵が 17 度付近の場合，正面向波・風での前進速

度は 2021 年の最低出力ガイドラインにおける必要船速 (2.0knot)～2013 年の暫定ガイドラインにおける minimum 
navigational speed(4.0knot)の範囲内にあることが確認できる．なお，この検討に基づくと横波・風中の許容当舵は，

平水中の操縦性能にも依存することから，今回 VLCC1 隻を対象として求めた許容当舵約 17 度が，どの程度既存

の他船型にまで当てはまるかは併せて今後調査する必要がある． 
 

 

図 12  主機のトルクリミットを考慮した実船舵効き状態での BF9 相当の短波頂不規則波と定常風中の保針航

行試験における提案した計算法の検証結果 (VLCC) 
 
 提案した計算法の利点の一つに，前述の船速や当舵といった従来の操縦運動に関する項目に加えて，波浪動揺

も評価できることが挙げられる．そこで次に，過大加速度やプロペラレーシング・海水打ち込み等の耐航性能に

関わる運航限界の，操船限界との関係性について検討を行った．その結果の一例として，BF9 相当の波・風中を

主機のトルクリミットの範囲内で保針航行する VLCC の平均船速(左図)と海水打ち込みの可能性(右図)を図 14 に

示す．後者は，瞬時の姿勢変化を考慮した船首部乾舷と波面の差に対する期待値を，平水中静止状態での乾舷に

対する比率で示した．また， 相対水位を求める際の波面としては，簡易的に入射波のみを考慮した結果(船首部

での反射波や運動によって生じる波の影響を無視)である．本図より，向波付近では海水打ち込みの可能性がある

ことがわかる．2021 年の最低出力ガイドラインによれば，本船に対する荒天海象は本計算の BF9 に一致する．そ

のため，耐航性能の観点からも，本船に対する荒天海象は BF9 であるべきと判断できる．海水打ち込みの対策と

して，船速をより下げることが考えられる．しかし，その場合短い波周期において，船速による操船限界に達す

る可能性があることが図 14 から伺える．従って，向かい波付近では，操船限界と耐航性能に関わる運航限界は波

周期に対してトレードオフの関係にあり，実際の航行安全性を評価するには別途後者の考慮も必要であると言え

る． 
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(a) 様々な外乱条件における 35 度旋回航跡     (b) 初期平均当舵と旋回性能の関係および対応する

向波・風中での平均船速 
図 13  VLCC に対する横波・風中の許容当舵に関する荒天下操船限界検討例 

 

 
図 14  BF9 相当の波・風中を保針航行する VLCC の平均船速(左図)と海水打ち込みの可能性(右図) 

 

3.5 まとめ 

本章では，荒天下の操縦性能の理論的評価を目的に著者らが提案した，波風併存下における船の操縦運動およ

び波浪動揺の推定計算法 29),30)について，概要の紹介をした．本計算法は，浜本等の Unified 法 27)を基にしながら

も，旋回運動のような一般的な波浪中の操縦運動に対して適用可能なように主に波浪外力等への改良がなされて

いる．また，自由航走模型試験を実施することで，本計算法の検証を行った．その結果，規則波中だけでなく，

大波高の不規則波中や，舵効きの違いから模型船と比較して時間平均的な波浪外力の影響をより受けやすいよう

な実船の状態にも，本計算法は適用可能であることを明らかにした．最後に，提案した計算法を基に行った荒天
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下を航行する船舶の安全確保に必要な要素の検討の一例として，VLCC を対象とした横波・風中の許容当舵，操

船限界と海水打ち込み等の耐航性能に関わる運航限界の関係性について述べた． 
 
 

4. 結    言 

 
2013 年に IMO で採択された荒天下において操船性能を維持するための船舶機関出力に関する暫定ガイドライ

ンは，2021 年にその改正案が承認された一方で，必ずしもそのガイドラインは恒久的なものではなく今後も引き

続き見直していく方針となっている．本稿では，このような背景の下，2016～2022 年度の 7 ヵ年における当所の

第 1 期中長期計画の重点研究として，合理的な荒天下の操船評価手法の開発を目的に，著者らが実施した波風併

存下の船舶の操縦性能推定に関する実験的および理論的研究 11) -13), 29), 30)についての総括を行った． 
実験的研究では，操縦運動の尺度影響を補正すると同時に主機の作動制限を考慮することのできる自由航走模

型試験法 11)，ならびに自由航走試験で風の影響を考慮するために風荷重に相当する力およびモーメントを模型船

に付加する風荷重模擬装置 12)を開発し，実際の自由航走模型試験結果ならびに数値計算との比較に基づいて，こ

れら 2 つの実験法の妥当性と実用性を示した．更に，2 つの方法を採用した多方向不規則波中の自由航走模型試

験によって VLCC に対する荒天下操船運動の評価と操船限界の検討をした 13)．ここで示した結果は 1 船型に対す

るもののみではあるが，この実験方法を採用することで，任意の実船についても同様に，複雑な数値計算に依存

することなく，荒天下の操船性能に与える機関出力の影響や操船性能確保に必要な最低主機出力の直接的な評価

が可能である．一方で，本実験法にも今後解決すべき課題が残されている．それは，提案した模型実験法を実船

実験と比較することで，より直接的に検証することである．更に，本実験法では，リアルタイムの船速の計測値

を制御に取り込む必要があるが，当所の実海域再現水槽以外では必ずしもそれは容易ではないため，様々な試験

水槽で利用可能なように汎用性のある手法に改良していく必要がある． 
 理論的研究では，浜本等の Unified 法 27)を基に，波風併存下における船の操縦運動および波浪動揺の推定計算

法 29),30)を提案した．自由航走模型試験結果と比較することで，規則波中だけでなく，大波高の不規則波中や，舵

効きの違いから模型船と比較して時間平均的な波浪外力の影響をより受けやすいような実船の状態においても，

旋回航跡の漂流や保針航行中の船速低下・当舵といった操縦運動に加えて，波による波浪動揺も本計算法によっ

て概ね推定できることを示した．更に，荒天下を航行する船舶の安全確保に必要な要素の検討の一例として，提

案した計算法を用いて，横波・風中の許容当舵，操船限界と海水打ち込み等の耐航性能に関わる運航限界の関係

性について VLCC を対象に検討した．今後は，その要素に対する船型影響を明らかにすることで，また過去の海

難事故等の統計的な調査を行い，その結果と数値計算を組み合わせることで，より合理的な操船限界の提案をし

ていく必要があると考えられる．また，併せて計算法自体の高精度化のための改良も不可欠である． 
 今後はこれらの課題に着手することで，引き続き荒天下の操縦性能を始めとした船舶の航行安全性の向上に貢

献していきたい． 
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